
策評価・事業評価の な実施（主な評価事 ）

の推進【 活 化 局】

 の ポー に する 調 において、 ポー
・ 動を実 しない のう 活動 い ない

（ ）が に しています。

 動する の くは、 公 などで実 してお
り、 な での 動を支援する取 が められてい
ます。

16 3 3

74%

体的にできない
がない

情報がない
活動 い ない

・ 動を実施 ない

の に向け 新 な取 の 開
 の プロー に加え、 ポー 実 率向上に向けて な で 動を続けられる

環境 くり 定的に活動できる 点の が必要です。
 パ ポー の を とせ 、継続・発 させることで、 ポー 実 率にもつなげ

ることが重要となります。

新規事業 ６事業 既存事業 拡大・充実 事業
見直し・再構築 事業、 ・ ２事業

32 4 37 0 31 9 35 4

50 0

2018 2019 2020 2021 2030

目標

新 コロナウ ル の影響により、2020年
は実施 が しましたが、2021年度は 回調

から3.5ポ ン 上 しています。

の る都 （18 以上）の 実施
・2020年度 31.9% ➡ 2030年 50% を目指す

施策目標（主な成果指標）

課題

今後の方向性

44 9
58 0

57 1

59 2

50 7 43 6

53 0 80 0

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2030

目標

パ ポー に のある都 の 合は2019年
以 向にありましたが、2021年度の
2020 会後に上 しています。

に の る都 の 合
・2020年度 43.6% ➡ 2030年 80% を目指す

＊ 調
2019年度まで：調 による 面 取
2020年度 ： （ ン ー ッ 回 用）

 コロナ禍の影響を まえ、 で を動か 、 の なが をも がで る
が になる る

 東京2020大会後のパ ポー の の に が ったと えられる。

外部有識者からの主な意見

( 報値) ( 報値)

④17億円（③12億円）

（2020年度）
▶

▶

▶
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 スポーツの効用等に関するコンテンツ発信事業【生スポ】 ④0.1億円（新規）

 TOKYOユニバーサルウォーキング普及事業【生スポ】 ④0.3億円（新規）

新

新規事業の構築

 東京2020大会後もパラスポーツを社会に根付かせるため、引き続き、観戦会や体験型
イベントの機会を充実させるとともに、メンバーの活動を促すなど、取組を再構築して
いきます。

● 現在の取組状況

● 更なる課題への対応

 TEAM BEYOND*は、観戦会や体験型イベント等、パラスポーツの魅力発信に取り組んで
きた結果、約140万人のメンバーが加入するなど、パラスポーツの認知度向上に寄与
＊ TEAM BEYONDは、東京都によるパラスポーツファンの裾野を拡大する取組

 東京2020大会に向けて都が実施してきたパラスポーツの競技力向上の取組等により、
競技団体の活動は大きく進展しましたが、パラスポーツで活用可能な練習場所の選択肢が
少ない状況です。

 パラスポーツ普及啓発プロジェクト「TEAM BEYOND」【生スポ】 ④３億円（③３億円）

■ 令和４年度の取組■

既存事業の評価

■パラスポーツの体験会・大会の実施
パラスポーツをより身近に楽しめるよう、障害の有無
に関わらず参加できる体験会や対戦型のパラスポーツ
大会を実施

■メンバーによるＳＮＳ等を活用した情報発信
・ＳＮＳによる情報発信等をテーマとしたワーク
ショップを開催

・イベント等を通じて、BEYONDメンバー同士が
交流しながら、パラスポーツの情報を発信

メンバーが
主体的に発信

 東京都パラスポーツトレーニングセンター（仮称）の整備・運営【生スポ】
④２億円（③0.4億円）

 味の素スタジアム内の室内施設を整備し、競技団体やチーム等による継続的な練習利用や
指導者養成など、パラスポーツの競技力向上拠点として令和４年度末の開業を目指します。

など

など

新

年間約３万人
の利用者数を
想定

■ 利用者の需要予測*■

利用目的 主な競技・利用方法 想定利用者数
競技団体等の専用利用 車いすバスケットボール、ボッチャ など 19,000人
アスリート等の一般利用 筋力トレーニング など 7,000人
パラスポーツ教室等の開催 ゴールボール、ボッチャの競技体験 など 4,000人

＊ 施設運営計画中間まとめ(令和3年9月公表)における想定

（ ）： 令和３年度当初予算額凡 例

● 現在の取組状況

● 更なる課題への対応

 「健康」をテーマとした動画コンテンツを配信するなど、無関心層への発信力を強化

 アプリの活用やバリアフリーなウォーキングコースの開拓等により、身近な場所での運動
を促進
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上位都市 誘致活動への支援

シンガポール
ブリュッセル
ソウル

• プレゼン資料の制作
• 視察に係る渡航・

滞在費用 など

開催件数は概ね順調に増加しているものの、海外の上位都市も開催件数が増加しており、順位に大きな
変動はありません。

ＭＩＣＥ誘致の推進【産業労働局】

 国際会議誘致は、最後は候補都市間の相対評
価であるため、補助制度などの内的要因につ
いても競争環境の中で強みになっているのか、
という視点が重要となる。

外部有識者からの主な意見

 令和元年度より誘致活動に対する助成率を3/4に引き上げてきましたが、競合する上位都市では主催者
の実質負担がゼロとなっており、財政面での支援は未だ不十分な状況です。

 コロナ禍の影響で世界の開催件数が減少するとともに、デジタル化が進むなど、誘致・開催形態が変化
しています。

都市間競争においても引けを取らない競争力の強化
 国際会議の開催件数は順調に増加しているものの、海外の上位都市と比較すると支援内容に

差があるため、取組の拡充が必要です。また、コロナ禍によりＭＩＣＥを取り巻く状況は大
きく変化しており、変化に対応した取組の推進が必要です。

 コロナ禍からの回復期を見据え、将来に向けた先行投資として、海外の競合都市との競争環
境の中においても引けを取らない、競争力の強化に取り組んでいきます。

新規事業 ２事業 既存事業 拡大・充実 ７事業
見直し・再構築 ５事業

国際会議開催件数 2019年 305件
国際会議開催件数順位 2019年 ６位

施策目標（主な成果指標）

課題

今後の方向性

実質ゼロ負担

目標

３位以内

1位

2位

3位

4位

5位

6位

2015 2016 2017 2018 2019 2030

シンガポール

ブリュッセル

ソウル

パリ

ウィーン

東京（６位）

249件

225件

269件

325件

305件

目標

330件

200件

240件

280件

320件

360件

2015 2016 2017 2018 2019 2024
＊ 出典：「国際会議統計」（日本政府観光局）＊ 出典：「国際会議統計」（日本政府観光局）

＊ 2020年：開催件数 122件、順位 ４位（コロナ禍の影響）
＊ UIA（国際団体連合）では当該年の国際会議統計の発表後も、随時、情報の更新・修正を行っており、公表数値は「暫定値」であるとしています。ただし、修正後の数値が全て公開されているわけではない

ことから、UIAが各当該年に発表した「暫定値」を継続して掲載しています。

④36億円（③21億円）▶

▶

➡ 2024年 330件 を目指す
➡ 2030年３位以内 を目指す

▶
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 大 （令和７年度）による日本 の の まり 、ポ コロナにおける観光 要
の回復を見据え、 年 での３年間を 間 て します。

 助成上 を引き上げるとともに、 成 を10/10に することで、誘致競争力を
大 に強化していきます。

 これまでも誘致活動・開催 費の支援を充実させてきましたが、 の主催者負担を
けていることから、 実な誘致につながらないという があります。

 外の上位都市 ても 成 の規 が 、国際会議開催件数の増加に向けては、
競争力の強化が必要です。

新規事業の

既存事業の評価

主 の主催者負担をゼロへ 成上 の引 上

会 を東京都内とし
て国際会議の誘致活動
をする 催 に対する
助成
（助成上 ）
６

誘致 成 開催 成

会 を東京都内とし
て国際会議を開催する
催 に対する助成

（助成上 ）
113 150

30 元 ４

拡充 拡充
助成率 /２

助成率 /４
成 10/10

 支援対 の 件を 500 以上 で 、 年の レン
対応することで、誘致件数増加につなげていきます。

 コロナ禍での 業 減 の影響から、 * の
規 化・ 化が見 まれます。

＊ な成 をあげた 業 を対 に、 業 からの報 として実 される 行

 の誘致支援事業は 数1,000 以上の 規 件を
対 としており、 化 の対応が必要です。

ロ 後の の
規

数

日本 525

日本 525

日本 520

＊ 海外 ッ ー リン （令和 年 ）より

（ ：令和元年度の支援実 ）
数： 2,000

など

など

新

支援内
 ブリッ 会議 開催資 助成（助成率10/10）

会議 の ン ン化に要する 費を補助
 世 ＭＩＣＥ開催資 助成（助成率10/10）

化に資することが期 される先進的 の に要する 費を補助

 化 のＭＩＣＥの レン を まえ、 ン ンと 用した ブリッ ＭＩＣＥ
先 ロ ーの実 を推進していきます。

ＭＩＣＥの推進【産労】 ④ 億円（新規）

国際会議誘致・開催支援事業【産労】 ④22億円（③14億円）
の取

なる課題への対

誘致・開催支援事業【産労】 ④0.4億円（③0.4億円）
の取

なる課題への対
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子供の安全・安心な放課後の居場所の確保【福祉保健局・教育庁】

 政策の実施に当たっては、各自治体の事業計画を尊重しつつ幅広い観点から助成等を行っていく
ことが必要である。

外部有識者からの主な意見

 都は学童クラブ整備等に係る区市町村負担をゼロにする
補助制度を実施していますが、学校の敷地や余裕教室が
不足しているなどの理由により補助要件を満たせない
自治体も多く、活用は限定的となっています。

 登録児童数が順調に増加する一方、待機児童数は高止まり
しており、対策の強化が必要です。

地域の実情に応じた多様な取組の展開
 登録児童数は順調に増加しているものの、待機児童数は高止まりしており、各地域のニーズに
応じた区市町村の取組への更なる強化が必要です。

 区市町村が地域の実情を踏まえた待機児童解消策を実施できるよう支援メニューを見直すとと
もに、多様な取組を組み合わせた放課後の居場所の確保に取り組んでいきます。

既存事業 拡大・充実 ４事業 見直し・再構築 ３事業

学童クラブ待機児童数 2021年度 3,361人
学童クラブ登録児童数 2021年度 119,640人

施策目標（主な成果指標）

課題

登録児童数は概ね計画通り増加し、学童クラブ数も着実に増加しているものの、待機児童数は３千
人規模で高止まりしています。

（2020年度実績）待機児童有り
36団体

活用自治体
10団体

３割未満

現行補助制度の活用自治体数

95,741人 100,869人
105,805人

110,344人
115,270人

119,640人

目標
126,344人3,417人 3,600人 3,821人

3,427人 3,262人 3,361人

0,000人

0,500人

1,000人

1,500人

2,000人

2,500人

3,000人

3,500人

4,000人

0,000人

20,000人

40,000人

60,000人

80,000人

100,000人

120,000人

140,000人

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

登録児童数実績 待機児童数

早期に解消

④110億円（③99億円）▶

▶

▶

➡ 早期に解消を目指す
➡ 2024年度 126,344人を目指す

今後の方向性
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 午後５時過ぎまで時間を延長して実施する放課後子供教室において、午後５時以降に従事
する協働活動サポーター（子供たちの安全を管理する者）の謝金について全額補助を実施
しており、令和４年度は支援対象を８か所から16か所に拡大し、取組を進めていきます。

既存事業の評価

 放課後子供教室については、子供の安全確保の観点から、終了時間を午後５時までとして
いる自治体が多い状況です。

 一方で、待機児童の受け皿として終了時間の延長に前向きな自治体もあり、終了時間の
延長の要望がある自治体に対して、 適切な支援が必要です。

 突発的な事情等により一時的に保育が必要となった保護者を対象とした、ベビーシッター
の利用料補助について、小学校３年生まで対象を拡大します。

 女性就業率の上昇等により学童クラブのニーズが高まるとともに、放課後の居場所に
対するニーズも多様化しているため、幅広い観点から支援を行っていくことが必要です。

 学校の敷地や余裕教室が不足している等の理由で、都が進める待機児童解消強化支援を
活用できている自治体は限定的です。

 区市町村からの提案に基づく補助制度（学童クラブ待機児童対策提案型事業）へと再構築
し、待機児童対策計画に基づいて地域の実情を踏まえた取組を実施する区市町村をハード
面・ソフト面から支援していきます。

 併せて学童クラブの質を担保するため、区市町村に対し第三者評価受審を推進していくた
めの支援を行います。

 認証保育所制度を見直し、学齢児の受入れを可能とします。

など

 学童クラブ事業費補助【福保】 ④69億円（③60億円）
 学童クラブ整備費補助【福保】 ④３億円（③２億円）
● 現在の取組状況

● 更なる課題への対応

● 更なる課題への対応

● 更なる課題への対応

● 現在の取組状況

● 現在の取組状況

 放課後子供教室の充実【教育】 ④27億円（③27億円）

 ベビーシッター利用支援事業【福保】 ④８億円（③８億円）

■ 対象 ■

０歳児から
未就学児まで

０歳児から
小学校３年生まで

（補助率）
10/10
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 向け 修 ル ポー ーの活用など、 でのデジタル 活 の に向け 取
が引 である。

外部有識者からの主な意見

 により ルの活用が に進んだ
で、 の が を しており、 面

の ささなどにより 業 でのデジタル活 に 部で
が ています。

 の ル環境が に進 中、 が 業 でデジ
タルを い な てい が です。

業 でのデジタル 活 に向け 取 の 実
 業で支 なく ルを 用できる環境 とともに、 業での 的な ル活用が

必要です。
 日 的な ル活用に向けて、 ル環境の更なる とともに、 ル 活用に向

けた各 の支援に取り組んでいきます。

新規事業 事業 既存事業 拡大・充実 ５事業
見直し・再構築 事業

施策目標（主な成果指標）

課題

今後の方向性

デジタルを活 の推進【 ・ 活 化 局】

業でのデジタル活 （ に 以上）
・2021年度 51.5% ➡ 2024年 100% を目指す

に対して 業での ル活用 度を ン ー
調 した 、「２日に 回 上」活用している

と回 した が 数となっている。

に 以上

51.5

23.9

に 回

24.6に 回から
に数回 度

デジタル 環境の

92.8

Ｃ
5.7

ブレッ
1.5

の の

都

2020年度 ＊

＊ を
業 で 用

内 2021年度

2020年度 2.3 に
の 2020年度 71.6

④127億円（③58億円）

＊ ルの 活用に する 度 ン ー （令和 年７ 実 ）より

▶

▶

▶
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 ル 活用の中 となる が、 内 修を開催し
たり、 の ポー 体制を構築できるよう、
での取 に ながる を するなど、 修内
容の充実を っていきます。

 都内公 において、 ル 活用の中 となる
向けに 修を実 しています。

 ル 活用に向けて、各 の中 の が
のデジタル が課題と回 しています。

ジ

 定期 の 点業 については、 の を で てお
、 の業 負担となっています。

 点業 を正 かつ 率的に実 するため、 点支援シ の に向けて
シ 開発を実 してきました。

 都 とに統 した を、 が で 在に活用できるよう の とし
て、 により 。全世 を対 に を 減

年 当たりの
・ 当たり1,200 点
・作業時

84時 ➡ 42時

「あ・い・う」
の を

動 点

の
・ 力

14%

の
19%

デジタル 活 に向け 課題

のデジタル

67%

新規事業の

既存事業の評価

 の を 進するため、 の 費用 の
減に取り組 に対して 費の を補助

 の を 、 動で ・ することで、 の 点業 を 率
化し、デジタル化をは する の質の 向上につなげていきます。

 とりの を分 し、 業 の に 指 につなげて
いきます。

など

など

新

新

＊ 修 の ン ー
（令和 年度実 ）より

における 【 】 ④25億円（新規）

補 【 】 ④39億円（新規）

デジタル 活 に いての の実施【 】 ④ 億円（③ 億円）

・ の 【 】 ④ 億円（③ 億円）

の取

なる課題への対

の取

課題への対
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（ＭＣ 市 ）の 果

 令和 年度までの開発・ 行実 を て、 が められたため、 年 からＭＣ を
します。

 Ｉ を活 、 な を 進するとともに、都 に って の
向上を っていきます。

 状況 について、これまで の情報 シ は 在したものの、都 からの
報は ール で け けをしていました。

 新たに都 働 を実 するため、大 による事業 制度に き、
を活用した プリ（ＭＣ ：My City Report）について、開発・ 行を実 しました。

の取▶

なる課題への対▶

に る 向上の取
【 局】My City Report（ ・ ） に る の向上

 けでは 見 らかっ が されるなど、 全 が向上
 時 外でも、都 は プリ上で投 が なため、 報 会が 化
 報に係る 先（都 ・ ）が なる 合でも、 が プリを活用し、本来の

リッ で情報 なため、業 が 率化

（ＭＣ ）の 果

 が 上で されるため、いつ・どこで・どのような があっ
たかなどを容 に することが

 シ 上で の さを とに できるため、 補 の に活用

の
性

対 開

 位 情報と で都 から を け け
ることで、 に の 情報を

 プリ上に対応状況を公開し、 を都
有

プリ概要

けでは 見 らかっ が されるなど

Ｉ
動

 回 に を し、 Ｉに
る で 面 状況を 動 出

 位 と を を て し、
シ 上で

プリ概要

の を

事業評価の取 （主な評価事 ）

④0.2億円（③ 億円）

138

歳
入
歳
出

財
政
運
営

主
要
な
施
策

最
終
補
正

付
属
資
料

計

数

表

予
算
の
ポ
イ
ン
ト

政
策
評
価

事
業
評
価



の取

なる課題への対

に る 向上の取
【 】 ルに る ロ の を活 の

▶

▶
 を活用した ー ルによる の プロ を開発し、 ３年 から

でを対 に、 年 から を開 します。
 し にいながら と の実 な を実 させ、 し における ロー ル

成環境の を推進していきます。

 成30年度より、実 的な として、東京都 （TOKYO GLOBAL
GATEWAY）を しています。

 で、 動時 ・費用の制 により、 の ・ は、 な の
会が しています。

ロ の

 ン ン上で 行 内、レ ン の を再
 ン リッシュ ー ーが ー ル を 内
 の ーを して発 するなど、リ ルな会

体 が

の取

なる課題への対

に る業 化の取
【 局】 相 における Ｉ の Ｉを活 業 の見

▶

▶
 Ｉを活用した ン シ を し、 内 を ルタ で 化する

ことで、 対 業 を 化します。
 事 に指 の を Ｉが すると ー が表 される か、 ッ

により ン の 時支援要 が となり、対 が 化されます。

 では業 の 上、 対 が
、 の 力 業が な負担と

なっている状況です。

： の 状
年 件数（ ２）： 29,000件

力時 ： 10 40分 件

果（ ）

の作成時 が概ね する 合、
2,400 間( ) 年 の 果

＊ 件当たり ５分 × 29,000件

業での 実 （ ）
作成時 が

時 ： 20分 16分

負担が ど

④0.7億円（新規）

④ 億円（新規）
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の取

課題への対

に る業 化の取
【 】 都 力 のデジタル化 に る業

▶

▶
 計作業を ル化して、 までの期 を か から か に するとともに、

200 の の 化に取り組んでいきます。
 また、 ルを することで、 後は 力 の各 ー との 係を分 するなど、

より 的な 開に向けて、 果の有 活 を っていきます。

 都内公 の全 を対 とした東京都統 体力 について、 状は で して
いるため、作業に時 を要している状況です。

後の

用

費

費を
年で回

（ 位： ）

後
活用

調
実 活用

後の ジ ル

体で 計・

調
実

シ で
計・

６

６ 12

後 増( )減

98 40 58

要件定
（ ４）

開発
（ ５） 合計

26 139 165費

（ 位： ）

 コロナ禍で の「 ・ 」、「 」などの が 化する中、より くの
の を に け められるよう、相 間を20 から23 で するとともに、
Twitter、Instagramでの に加え、LINE を新 に開 するなど、 が 用し す
い 体制の ・ 報 開を強化していきます。

 東京都 合 セン ー「 ナ 」では、 、 ール、LINEなどにより、 係・
事・ などに を えている からの を け、 な支援 とつな 合
事業を実 してきました。

の取▶

なる課題への対▶

事後 に る評価
【 活 化 局】 者 合相 タ の 会 の変化に 事業 開

・ コロナに 、 えもなく にも れ 、 活が
しい

・ 大 の 業も ン ンになり、 体なんのため
に上京してきたのかわからない

・ コロナの となってしまい、とても不

・ は 回っているのに、 分だけ してつらい

質 も かっ
ここ の変化

（コロナ禍の 年 ）
レ が増えた

（50.2 ）

したい時 20時 22時（35.2 ）

用し すい Ｉ Ｅ の （52.8 ）

者向け Ｅ 果

＊ 令和 年 実

ロ に する相

④0.3億円（新規）

④ 億円（③1億円）
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 の ウ ーと ンナーを分 し、 を調 できるものに を ることで、合 の
支 を し、 支 に る を します。

の取

なる課題への対

▶

▶

見 後の 見 の 果

 察 の制 は、 、 ・ の か、合 を支 しています。
（ 用期 ） ：６ 、 ・ ：11 ４ 、合 ： と の

 年の 変化に対応するため、 の 用期 を したとこ 、制 察 の ン ー
で、 合 は ない の意見が 以上に上りました。

内

合 の 支 438

の 122

引 316

に後の （ 位： ）

評価
【 】 の支 の意見を

事後 による
政 本 都 事業 財 表を活用した分

行政 支の
30 億円

90 億円

事後 に る評価
【 局】 の 事業 を活

対

う 用料 数料 27

う 件費 49

産 を 取
事 ④2億円（新規）

 は、 での れが しい 的
を 実に け れる公的 であり、

化した について 的に 築 事を進
め、 実に することが必要です。

 化 ッ 化により、 者 位の支
援を推進していきます。

支 を 取
者（ ）施 の （ 施 合 ）

④65億円（③59億円）
 指 者 の活 により、 の い

ー を します。
 見 り の により 用 の 全

向上・ の 減を る か、事
の ル化により、業 の なる 化を
っていきます。

年 の▶

 対 表から、 全体の 化率は
74.0 都の 化 （53.2 ）を
上 っていることがわかります。

 行政コ 計 から、行政 支比率（行政
行政費用）は33.6%であり、引き続き

率的な が められています。

年 における取▶

産 59 億円 負 19 億円

産 4 億円

う 都 4
う 引当 14

う 50
う 作 2
う 5

④30億円（③31億円）
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